
10．開示すべきセグメント情報 （単位：円）

科 目 プログラム開発
普及業務

情報技術セキュ
リティ評価・認
証業務

信用保証業務 事業運営業務 情報処理技術者
試験業務

戦略的ソフト
ウェア開発業務

地域事業出資業
務 相殺及び調整 合 計

事業費用 3¶139¶449¶522 184¶295¶097 9¶320¶788 1¶112¶228¶623 3¶043¶891¶883 0 5¶661¶385 � 15¶845¶745 7¶479¶001¶553

内訳
事業費 3¶061¶251¶147 184¶295¶097 9¶317¶188 0 2¶803¶871¶840 0 0 � 9¶774¶510 6¶048¶960¶762

一般管理費 0 0 0 1¶111¶772¶283 238¶447¶864 0 0 � 6¶071¶235 1¶344¶148¶912

その他 78¶198¶375 0 3¶600 456¶340 1¶572¶179 0 5¶661¶385 85¶891¶879

事業収益 3¶428¶319¶492 184¶478¶739 88¶731¶892 1¶118¶624¶169 3¶011¶247¶600 299 30¶006 � 15¶845¶745 7¶815¶586¶452

内訳
運営費交付金収益 2¶947¶700¶160 119¶511¶402 0 1¶038¶293¶282 0 0 0 4¶105¶504¶844

業務収入 14¶712¶519 51¶521¶400 2¶212¶994 0 2¶991¶850¶500 0 0 3¶060¶297¶413

受託収入 43¶124¶770 0 0 0 0 0 0 43¶124¶770

その他 422¶782¶043 13¶445¶937 86¶518¶898 80¶330¶887 19¶397¶100 299 30¶006 � 15¶845¶745 606¶659¶425

事業損益 288¶869¶970 183¶642 79¶411¶104 6¶395¶546 � 32¶644¶283 299 � 5¶631¶379 336¶584¶899

総資産 14¶718¶034¶247 103¶245¶648 955¶220¶257 1¶268¶652¶574 2¶933¶308¶914 1¶281¶314 4¶477¶668¶545 24¶457¶411¶499

内訳
現金及び預金 677¶902¶108 76¶735¶254 148¶388¶543 818¶163¶862 681¶251¶448 1¶281¶015 176¶329 2¶403¶898¶559

有価証券 301¶160¶000 0 301¶680¶000 0 1¶102¶020¶000 0 24¶946¶320 1¶729¶806¶320

ソフトウェア 1¶121¶175¶790 673¶698 0 44¶597¶638 534¶120¶289 0 0 1¶700¶567¶415

投資有価証券 12¶300¶236¶600 0 504¶700¶000 0 170¶748¶000 0 400¶000¶000 13¶375¶684¶600

関係会社株式 0 0 0 0 0 0 4¶052¶406¶718 4¶052¶406¶718

その他 317¶559¶749 25¶836¶696 451¶714 405¶891¶074 445¶169¶177 299 139¶178 1¶195¶047¶887

~１．業務の種類の区分及び内容は以下のとおりであります。
プログラム開発普及業務：運営費交付金を財源とする情報セキュリティ対策の強化、ソフトウェアエンジニアリングの推進、ＩＴ人材の育成等の事業の実施に関すること。
情報技術セキュリティ評価・認証業務：情報処理システムのセキュリティに関する評価・認証に関すること。
信用保証業務：プログラムの開発等に必要な資金の借入に係る債務の保証に関すること。
事業運営業務：当法人の総務、経理、企画などの管理運営に関すること。
情報処理技術者試験業務：情報処理に関して必要な知識及び技能について行う情報処理技術者試験に関すること。
戦略的ソフトウェア開発業務：産業投資特別会計からの出資金を財源とする戦略的ソフトウェアの開発・普及に関すること。
地域事業出資業務：地域ソフトウェアセンターへの出資金の管理等に関すること。
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２．職員に対する給与等の支給の基準の概要
\ 職員の給与について
独立行政法人情報処理推進機構職員給与規程に基づき支給しております。

] 職員の退職手当について
独立行政法人情報処理推進機構職員退職手当規程に基づき支給しております。

３．支給人員数は、年間平均支給人員となっております。
４．非常勤役員及び職員に対する給与の支給については、表中括弧内に外数として記載しており
ます。

５．損益計算書上の「人件費」は、賞与引当金繰入額、退職給付費用、法定福利費、福利厚生費、

退職金、派遣職員手当等1¶025¶982千円を含んでいるため、本表の支給額合計と「人件費」は一

致しておりません。

なお、支給額には、前年度賞与引当金21¶655千円が含まれております。

６．受託業務費に、職員給与、研究員手当、非常勤研究員手当で19¶155千円及び法定福利費、派

遣職員手当で5¶705千円が含まれております。
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